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日本の大学運営における指標の活用に向けた試行的取り組み 

 
大野 賢一1・藤原 宏司2 

 

概要：米国ミネソタ州のベミジ州立大学（BSU）の IR/IE オフィスが策定し運用している学科

間比較を目的とした指標を紹介する。また、日米の高等教育の違いを踏まえながらそれら指標

の適用可能性を検討するとともに、修正した指標に対して日本の大学データを使って計算した

結果を示す。これら事例を基に、指標の策定に対する考え方を報告する。  

 

キーワード：指標、KPI、大学データ、コスト、米国 IR 

 

１.はじめに 

近年、日本の大学では、大学経営の効率化や意思決定の迅速化を図るために、IR オフィ

スの立ち上げや教務系組織への IR 部門の設置等が活発化している。当然のことながら、

大学ごとに IR オフィスの設置形態は異なっているようであるが、それら組織で働く担当

者からは、「何から手をつければ良いのか」、「どのようなデータを分析すれば良いのか」、

「分析結果を執行部に活用してもらうためにはどのようにすれば良いのか」というような

意見が少なくない。これらは、嶌田ほか（2015）が示す「10 の質問」とほぼ似たような

内容であり、殆どの大学で起きている課題であると言えよう。 

では、米国の大学はどうなのかというと、日本とは状況が大きく異なっている。藤原に

よれば、ミネソタ州立大学機構（以下「MnSCU」という）ベミジ州立大学（以下「BSU」

という）の IR/IE オフィスでは、１）学生数、単位数、入学志願者等に関するレポーティ

ング、２）ファクトブック、Common Data Set（CDS）等の学内外に向けてのレポーティ

ング、３）アンケート調査の実施と結果の分析、４）アセスメント支援等が主な業務であ

ると説明している3。このような業務に対して、情報提供による支援を専門的に行う部署が

IR オフィスであり、リクエストの種類に関わらず、そのリクエストに迅速かつ的確に応え

る（情報を提供する）ことが、何らかの「支援」に繋がっているとも説明している。その

具体的な支援策の一つに、「指標策定」がある。 

日本の大学では、国立大学法人における第３期中期目標・中期計画（素案）の作成、ス

ーパーグローバル大学創成支援、地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）

等の申請書作成において、独自の指標策定が求められており、補助金等の申請においては

今後もこのような状況が続くものと考えられる。 

そこで、本稿では、BSU で使われている指標について、日米の高等教育の違いを踏まえ

た上で、日本の大学での適用を試みる。また、日本の実情に応じて修正した指標に対して、
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実際の大学データを使って具体的な計算を行うとともに、指標の策定に対する考え方を示

す。なお、本稿は、大学評価コンソーシアム主催及び神戸大学共催で開催された「大学評

価担当者集会 2015」（平成 27 年 8 月 27 日～28 日、神戸大学）のプレイベント１「米国

における IR の実践事例―指標の設定とその活用―」で行った講演（大野，2015）の内容を

再構成したものである。 

 

２. BSU 指標の適用可能性 

２．１．指標策定の注意点 

指標を策定するにあたり、１）新たに指標を作るのか、２）既存の指標を活用するのか、

のいずれかを選択することになるが、その際の注意点として「測定（計算）可能性」、「信

頼性」や「妥当性」を考慮しなければならない（大学評価・学位授与機構 EA ワークショ

ップ，2015）。 

測定（計算）可能性については、指標を計算する際のデータが収集できるかどうかであ

る。藤原（2013）によると、米国の大学には全学統合型データベースが整備されており、

かつ、IR は学内にあるほぼ全てのデータにアクセスできるため、この点に関してはあまり

考慮する必要は無い。一方、日本の場合だとそのような統合型データベースが存在しない

ため、学内の各部署に分散しているデータを必要に応じて収集しなければならない。その

ためには、まず学内にあるデータの所在を確認するとともに、対象となるデータ（テキス

トファイル、Excel ファイル等）についてはいつでも収集可能な体制を構築する必要があ

る（藤原・大野，2015）。 

信頼性については、学内でデータの定義が共有されているかどうかである。これは、統

合型データベースが前提となっている米国でも問題になっている場合がある。具体的には、

データベースによりデータ定義の統一及びデータの集中管理がされていても、入力担当者

の認識不足、確認漏れ等による入力ミスが少なからず存在する。日本の大学ではデータが

部署ごとで分散管理されていることが多いため、より注意が必要である。例えば、毎年同

じ調査票を使ってデータを収集していても、担当者が異動するとデータの集計方法が変わ

り、年によって数値が大きくばらつく傾向にある。また、同じ年度内でもデータを収集す

るタイミングにより基準日が異なり、時期によって数値が異なる場合もある。この点を改

善するには、まず学内での公式なデータ定義書（データカタログ）を作成するとともに、

データを管理している担当部署との情報共有が必要である。 

妥当性については、その指標が大学や学部等が行っている諸活動を適切に表現できてい

るかどうかである。例えば、BSU では、「学科の経営（運営）状態を把握するとともに、

限られたリソース（予算や人員）を効果的に配分する」という目的により８つの指標を策

定しており、同時にこれらの指標は、学内にある財政上の問題やアセスメント関連の問題

を改善することを目的としている（藤原, 2015, p12）。一方、日本の場合だと、指標を策

定する目的があまり明確になっていないため、各大学において困っているものと推察され

る。また、指標で何を測りたいのか、指標で何なら測れるのかを具体的に検討するととも

に、指標をどう活用するのかを事前に決めておく必要がある。 
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 指標策定の１）と２）において、上記３つの注意点のうち大きく異なってくるのは、妥

当性の検証にかかる労力である。BSU では、指標策定のプロセスとして、１）大学データ

のレビュー、２）文献調査、３）指標の取捨選択、４）経営陣や学内へのプレゼン（複数

回）等を行った。もし日本の大学でも新たに指標を策定するとなれば、同様のプロセスを

踏む必要がある。しかしながら、米国の大学の事情が分かれば、策定された指標が示す意

味をより正確に理解することができ、日本の実情に合わせた形で修正することも可能にな

る。つまり、日本の大学運営において指標を早く導入したいのであれば、米国で使ってい

る指標を転用することにより、指標の策定及び妥当性の検証に係る時間や労力を抑えるこ

とが可能となる。 

米国の大学に関する基礎知識があれば、BSU で使われている指標の意味を理解する助け

になるため、表１に主な違いを例示する。なお、詳細な説明については藤原（2015）を参

照いただきたい。 

 

表 1 日米の高等教育における主な違い  

 米国の大学には入学定員がないため、日本の大学のように定員充足率は経営指標

ではない。 

 米国の大学の授業料は、日本の大学のように学期ごとの定額ではなく、履修単位

数による従量制である。 

 米国の学生は、フルタイム学生（その学期に 12 単位以上履修登録した学生）と

パートタイム学生（フルタイム以外の学生）がいる。 

 米国の学生は、自由に専攻を変更することや複数専攻も可能であるため、米国の

大学では学部単位で学生を管理していない。 

 

２．２．BSU で使っている指標の適用可能性 

上述のような日米の高等教育の違いを踏まえて、BSU で使われている８つの指標につい

て、日本の大学への適用可能性を検討した結果を表２に示す。 

BSU では、指標は番号順に紹介されているが、本稿では改善の難易度に応じて上側の「学

科単独では改善が難しい指標群」と下側の「学科の努力が比較的報われやすい指標群」の

２つの指標群に分類している。前者は学生の努力や社会の情勢等により影響を受ける可能

性があるもので、後者は自組織の取組や改善が効果として現れる可能性があるものとする。

また、左から２列目の「適用」では、〇はそのまま適用可能、△は計算式を修正すれば適

用可能、×は適用不可を示す。左から３列目では、上段は BSU で使っている指標の説明、

下段は日本の大学で利用する場合（今回提案する計算式も含む）の指標の説明を示す。た

だし、「適用」欄が×の場合はそもそも適用できないので、その理由を示している。 
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表 2 BSU の指標に対する日本の大学への適用判定結果  

指標 
適

用 

BSU の場合 

日本の場合（計算式も含む） 

学科単独では改善が難しい指標群 

3. Size ○ 
専攻課程における一学科あたりの学生数（人） 

専門科目における一科目あたりの受講学生数（人） 

4. Degrees Awarded ○ 
専攻学科からの卒業生数（人） 

所属学科における卒業者数（人） 

5. Placement △ 

卒業学科に関連した分野での就職又は進学状況 

所属学科における就職又は進学状況 

・就職率（％）：就職者数／就職希望者数 

・進学率（％）：進学者数／卒業者数 

6. Graduation Rate ○ 

所属学科における卒業率 

（ただし前述のとおり、多くの学生が途中で専攻を変える

ため、卒業に必要な 120 単位のうち 61 単位以上を取得し

た時点での所属学科を対象に計算） 

所属学科における卒業率 

・標準修業年限内卒業率（％） 

・標準修業年限×1.5 年内卒業率（％） 

学科の努力が比較的報われやすい指標群 

1. FTE-FYE △ 

フルタイム換算で教員一人あたりのフルタイム換算学生数

教員一人あたりの学生数（S/T 比） 

①在籍学生数／教員数 

②開設科目数×受講学生数／教員数 

2. Cost × 

MnSCU 内での（同じような）学科間におけるコスト比較

他大学の（同じような）学科を特定するための基準（CIP：

Classification of Instructional Programs）や学科運営に

必要な経費を比較するための統合データベースが存在しな

いため 

8. Cost Recovery △ 

学科を維持するためのコストと学科授業料収入の比較（試

行段階） 

学部・学科の組織運用率 

①授業料収入／教員人件費 

②学生納付金／教員の給与（概算） 

7. Review Status × 
プログラムレビュー又はアセスメント状況 

指標結果のポイント化まで活用が至っていないため 

※コスト関連指標：1, 2, 8、アセスメント関連指標：7 
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２．３．日本の大学におけるデータ源 

次に、表２で示した適用区分（〇及び△）に対して、日本の大学で使えるデータ源につ

いて検討を行った。嶌田（2015）でまとめられている「学内にある公開済の数量データ」

を参考に作成したものが、以下の表３である。 

 

表 3 日本の大学に存在するデータ源  

 大学データ  

自大学  他大学  

１）大学概要 〇  
通常、５、６年分なら容
易に入手可能。（印刷物と
しても存在する）  

△
国立大学に限って言えば
入手しやすい。ただし一
般に PDF である。  

２）学校基本調査 〇  

通常、５、６年分なら容
易に入手可能。（一般に数
年間は保管しているた
め）  

△

簡単には入手できない
が、グループごとの平均
値等は web で入手可能で
ある。 

３）大学ポートレート △  
１～３年分程度のデータ
しかないため、経年比較
は難しい。  

△
多くのデータが比較可能
であると考えられるが、
詳細は不明である。  

 

 これら以外にも、自大学のデータ源としては、国立大学法人であれば大学情報データベ

ース、学外に公開している財務諸表等の資料があり、業務システムとしては教務系、財務

系、人事系等のデータベースも存在する。 

 表２に示した指標を計算する場合、「測定（計算）可能性」や「信頼性」の所でも記述し

たが、収集するデータの精度が重要となってくる。そこで、表３に示す各データ源に対し

て、データの収集（データへのアクセス）のしやすさ、データの書式（定義）、データの情

報量等の観点から検討を行った結果、今回の計算では太枠で囲んだ部分のデータ源を対象

とした。なお、実際にデータを収集する際には、大学評価コンソーシアム（2013）の「デ

ータ収集作業のガイドライン」を参考にするとともに、表４に示す注意点に沿ってデータ

の特性を確認しながら利用した。 

 

表 4 データ収集時における注意点  

データの所在・定義 データの取得・形式 

・データを作成・保有している部署 

・データで使われている定義・基準日 

・データは、収集する or アクセスする 

・データは、集計前 or 集計後 

・データは、単一ファイル or 複数ファイル 

 

３．日本の大学データを使った指標の計算例 

BSU の８つの指標は、学科間比較を目的としており、大学経営の改善を学科レベルから

始めるために策定されたものである。そこで、今回は学科の努力が比較的報われやすい指

標群の中から「FTE-FYE」と「Cost Recovery」に着目し、日本の大学データを使って指

標の計算を行った。 
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３．１．FTE-FYE 

 教員一人あたりの学生数（S/T 比）に近いと思われる「FTE-FYE」について、表５の計

算式①及び計算式②に対して、表３のデータ源との組み合わせを含めた適用判定を行った。 

 

表 5 「FTE-FYE」の計算式とデータの組み合わせ  

 学内比較 学外比較 

計算式① 

在籍学生数／教員数 

【学校基本調査、教務系業務

システム、大学情報データベ

ース】 

・在籍学生数（学科） 

・本務又は専任教員数（学科）

【大学概要】 

 

 

・在籍学生数（学科） 

・本務教員数（学部） 

計算式② 

開設科目数×受講学生数

／教員数 

【学校基本調査、教務系業務

システム、大学情報データベ

ース】 

・開設科目数（学科） 

・受講学生数（学科） 

・本務又は専任教員数（学科）

【大学概要】 

 

 

・開設科目数（入手困難）

・受講学生数（入手困難）

・本務教員数（学部） 

※【 】はデータ源を示す。ただし、大学概要においては、一部学内データを使用した。  

※（ ）は収集できる最小単位の組織を示す。  

 

 計算式①は、単純に「S/T 比」という考え方で適用したものであり、計算式②は、「学科

における総売上単位数」に準じた考え方を適用したものである。今回は、学科における総

売上単位数は「開設科目数×受講学生数」としたが、日本の大学では、授業によって３単

位の科目もあれば１単位の科目もあるため、「各開設科目の単位数×当該科目の受講学生数」

とした方がより「総売上単位数」の考え方に近づくかもしれない。この点については、今

後も引き続き検討を行っていく。 

 計算式①及び計算式②では、学内比較だと学科レベルまで計算可能であるが、学外比較

だと教員数として使えるデータは学部レベルの本務教員数のみになるため、学部レベルま

でしか計算できない。 

 

３．２．Cost Recovery 

 学部・学科の組織運用率を示す「Cost Recovery」について、計算式①及び計算式②に

対して、表３のデータ源との組み合わせを含めた適用判定を行った。「Cost Recovery」と

は、学科を維持するためのコスト（主に教員人件費）と学科の授業料収入の比率から、組

織の運用効率を確認する指標である。経営的には、一般的にコストを下げるか収入を上げ

ることで高い割合を目指すが、行き過ぎるとコストパフォーマンスにおいて、他大学との

競争で不利になったり、教育の質保証の観点から問題が生じたりすることにもなる。
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表 6 「Cost Recovery」の計算式とデータの組み合わせ  

 学内比較 学外比較 

計算式① 

授業料収入／教員人件費 

【財務諸表】 

・財務諸表「キャッシュ・フ

ロー計算書」の業務活動によ

るキャッシュ・フローの授業

料収入（大学） 

・財務諸表「損益計算書」の

経常費用の業務費の中の教員

人件費（大学） 

【財務諸表】 

・財務諸表「キャッシュ・フ

ロー計算書」の業務活動によ

るキャッシュ・フローの授業

料収入（大学） 

・財務諸表「損益計算書」の

経常費用の業務費の中の教員

人件費（大学） 

計算式② 

学生納付金／教員の給与

（概算） 

【学校基本調査、教務系業務

システム、大学情報データベ

ース、役職員の報酬・給与等

について】 

・在籍学生数（学科）×年間

授業料（一律） 

・本務又は専任教員数（学科）

×職階別平均給与（大学） 

【大学概要、役職員の報酬・

給与等について】 

 

 

・在籍学生数（学科）×年間

授業料（一律） 

・本務教員数（学部）×職階

別平均給与（大学） 

※【 】はデータ源を示す。ただし、大学概要においては、一部学内データを使用した。  

※（ ）は収集できる最小単位の組織を示す。  

 

 表６の計算式①は、財務面の観点から財務諸表の項目を適用したものである。また、計

算式②は、学生納付金を「在籍学生数×年間授業料」とし、教員の給与（概算）を「教員

数×職階別平均給与」として適用したものである。ここで、教員数とは教授、准教授、講

師及び助教の人数になり、職階別平均給与とは職位ごとに平均給与を算出したものであり、

各大学では「役職員の報酬、給与等について」として学外に公表されている資料である。 

 計算式①では、学内及び学外比較でも使っているデータ源が財務諸表のため、大学レベ

ルまでしか計算できていない。また、財務諸表の詳細版を確認しても部局レベルのデータ

が示されていない。学内比較だけであれば、もし学内の業務システムである財務系や人事

系のデータベースにアクセスできれば学部・学科レベルのデータを収集することも可能で

あるが、IR オフィス等の体制が整っていないとほぼ入手困難であると思われる。さらに、

学外比較に関しては、尚のこと不可能である。 

計算式②では、学内比較だと一応学科レベルまで計算可能であるが、学外比較だと教員

として使えるデータは学部レベルの本務教員数のみになるため、学部レベルまでしか計算

できない。また、学内及び学外比較で使っている職階別平均給与のデータは大学レベルに

なるため、データの精度としては粗くなっている。例えば、鳥取大学は、地域学部、医学

部、工学部、農学部の４学部及びその他部局で構成されており、各学部及び部局等に教員

を配置している。今回使用した職階別平均給与のデータでは、各学部の実情を正確に反映



大野賢一・藤原宏司「日本の大学における指標の活用に向けた試行的取り組み」 

27 

しているとは言いがたい。そのため、本計算式で学科間比較を行うには、上記でも述べた

ように、財務系や人事系のデータベースにアクセスして学部・学科レベルのデータを収集

する必要がある。 

 

３．３．Cost Recovery に関する計算結果 

 表５及び表６に示した指標の計算式とデータの組み合わせにより、鳥取大学のデータを

使って計算を行った。今回は、「Cost Recovery」の結果のみ示す。 

 まず使用する計算式（項目）の違いについて、表６に示した学内比較における計算式①

及び計算式②の計算結果を図１に示す。図１は、大学としての運用効率を示しており、経

営的には高い割合であることが望まれるが、大学の組織構成や取り扱うデータ源により結

果が大きく異なるため注意が必要である。なお、計算式①は財務諸表による計算結果で赤

いライン、計算式②は教員の給与（概算）により計算した結果で青いラインである。 

 計算式①の結果は、大学レベルの精度になるので、授業料収入には学部生以外に大学院

生等も含まれており、教員人件費には学部以外の教員、例えば医学部附属病院の教員等が

多く含まれている。比率としては分母の教員数が多くなり、結果として人件費がかかるた

め、図１では 40％ぐらいを推移している。計算式②の結果の方が実際の状況に近いと推測

するが、あくまで大学レベルの精度となっている。データ精度の粗い計算結果ではあるも

のの、計算式とデータの組み合わせの違いにより 30％程度の差が生じるため、作成した計

算式については実データを用いた検証作業が必要である。 

 

 
図 1 「8. Cost Recovery」における計算式の比較  

（出典：日本高等教育学会第 18 回大会発表資料より抜粋）  

 

 次に使用するデータレベルの違いについて、表６に示した学内比較における計算式①で

は大学レベルの精度までしか対応できないため、ここでは計算式②の計算結果のみを図２

に示す。また、計算式の分母である「教員の給与（概算）」の教員数には専任教員数を使用
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し、４学部の学部間比較及び工学部４学科の学科間比較を行った。図２は、学部・学科間

の比較を可能にするため、教員人件費を共通項とした比較を示しており、学科の運営的に

は高い割合であることが望まれる。 

図２の学部レベルの結果を説明する前に、計算式②の右辺を整理すると、以下のような

計算式に修正できる。 

 

Cost	Recovery
学生納付金

教員の給与 概算

在籍学生数 年間授業料

専任教員数 職階別平均給与

在籍学生数

専任教員数

年間授業料

職階別平均給与

・・・・・ (1) 

 

 右辺の前半部分は、すなわち S/T 比であり、「FTE-FYE」の計算式①と同じである。ま

た、右辺の後半部分は、分子の年間授業料は大学として一律であり、分母の職階別平均給

与は大学レベルの精度しかないためほぼ固定値となる。例えば、「FTE-FYE」の計算式①

と 2013 年のデータを使った計算結果は、地域学部 15.9、医学部 6.0、工学部 15.9 及び農

学部 12.2 となることから、この比率が本計算式②に反映されていることが判る。 

ここで、工学部の結果が他の学部より高い要因としては、在籍学生数に対して、専任教

員数が少ないためであり、S/T 比が直接影響していると思われる。また、学科レベルの結

果では、100％より下がっている C 工学科があり、この学科の専任教員数が増えたことが

要因である。 

よって、本計算式では学部レベルの経年データを使って計算しても上手く表現できず、

これを学科レベルの経年データに下げていくことにより、指標の変動が現れるようになる。

ただし、今回使用したデータでは学科レベルが適切だと思うが、もし収集するデータの精

度を上げることができれば学部レベルの結果にも影響が出てくるのではないかと推測する。 

 

４．まとめ 

 本稿では、BSU の IR/IE 室が指標の策定段階から参画し、実際に運用を行っている学科

間比較を目的とした８つの指標の紹介を行った。次に、日米における高等教育の違いや指

標の妥当性等を考慮しながら、BSU で使っている指標を日本の大学でも使えるように修正

し、それら指標の適用判定を行った。また、日本の大学データを組み合わせて計算するこ

とで、修正した指標の適用範囲を示した。最後に、日本の大学において新たに指標を策定

する際の考え方を提示する。 

指標は、やはり活用することを前提とし、目的を持って作成することが重要である。そ

の中でも「良い指標」とは、現実的な目標を設定し、それと併せて作成されたものである。

また、良い指標については、いきなり完璧なものが作成できるわけでもなく、複数の指標

を作りながら取捨選択を行い、試行錯誤を繰り返すことで自大学の目的に合ったものが出 

 



大野賢一・藤原宏司「日本の大学における指標の活用に向けた試行的取り組み」 

29 

 
図 2 「8. Cost Recovery」におけるデータレベルの比較  

（出典：日本高等教育学会第 18 回大会発表資料より抜粋） 

 

来上がるはずである。すなわち、このような学内のプロセスを経て最終的に決定した指標

が良い指標となるのである。表２に示した BSU のコスト関連指標は、学内にある財政上

の問題を改善するために策定されたものである。現在の国立大学法人では、米国の州立大
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学ほど財政面での問題は抱えていないと思われるが、国立大学への運営費交付金の削減に

関する提言（読売新聞, 2015）等にもあるように、今まで以上に財務内容の改善に取り組

む必要があろう。そのような状況になった場合、今回紹介した人件費をベースにした指標

が、大学経営状態の可視化に役立つ可能性がある。 

なお、本稿で示した指標を計算する際に、本学では人件費に関するデータが入手できな

かったため、精度の粗い結果となっている。自大学の IR オフィスに対して、各部署にあ

る業務システムや保有データへの広範囲なアクセス権が設定されていれば、もう少し精度

の高い計算を行うことが可能である。また、今回の指標と大学データの組み合わせでは、

学外データの収集に関する課題等が解決できない限り大学間比較を行うことは非常に難し

く、この点に固執すると指標の活用が進まない可能性がある。従って、まずは学内組織の

客観的な現状把握及び継続的な改善に向けて取り組めるよう、学内組織の比較から始める

ことを提言したい。 
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